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Ⅰ　　調査の概要

　　１　調査目的
愛知県の情報サービス企業における実態の違いを調査・分析し、その結果を
今後の各社の経営戦略や関係機関の政策立案等に役立てていただくために実施した。

　　２　調査内容
動向実態調査として経営の現状や課題、今後の情報サービスのニーズなどに関する
質問についてアンケート調査を実施した。

　　３　調査方法
一般社団法人愛知県情報サービス産業協会(AiA)の会員会社に対し、
2024年度版「愛知県情報サービス産業動向実態調査」アンケートを配布した。
回収したアンケートの回答内容を集計し、各設問毎に調査結果が示す傾向を考察した。
例年継続して出題している設問は、過去の調査結果との対比を行った。

アンケートの実施時期、結果を以下に示す。

 

※会員会社よりいただいた回答についての個人情報保護対策として、記名部分と
　回答部分を切り離し会社名・回答者名を特定できないように別管理を行い、回答
　部分のみを使用して統計処理を行った。また、全ての回答について報告書作成
　後に事務局で処分した。

　　４　考察方法
愛知県内の情報サービス産業の業況や営業方針を調査し、各設問毎に数値の比較を
行った。
今回アンケートで調査した各企業の動向の分析結果、または過去のアンケート結果と対比し、
来年度以降の指針となるようにアンケート結果をまとめた。

　　５　数値について
本調査はAiA正会員企業を対象に実施しているが、毎年、入退会・合併等による
調査対象の変更や、有効回答、回答率、調査票未回答部分の変動がある。
よって、同じ調査項目であっても過年度の数値と大きく異なる場合があるため、
経年変化として使用する際にはご留意いただきたい。

 ４） 回収率 ４２．９% ４５．６%

 ２） 調査対象 ２４５社 ２４１社

 ３） 回収状況

１０５社 １１０社

メールのみ
書面　　　1社

メール　104社

今回 前回

 １） 調査の時期 ２０２４年８月～９月 ２０２３年９月～１０月

２０２５年３月
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Ⅱ　調査の結果

　　１　回答企業の概要

【貴社の概要についてお尋ねします。】

F1 2023年度末の a．売上高、b．経常利益、 c．正規従業員数（それぞれ該当するもの1つに○）
※連結ではなく貴社単体でご回答下さい。

（速報版）

[売上高]

2023年度末は2022年度末と同様に「1億円以上～3億円未満」が22社と最も多かった。
また、「3億円以上～5億円未満」「10億円以上～20億円未満」と回答した企業が減少している。

[経常利益]

「5000万円以上～1億円未満」と回答した企業が2022年度末と比べて大幅に減少している。
対して「500万円以上～1500万円未満」と回答した企業は大きく増加した。
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20.9 

20.0 
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16.2 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度末

【N=105】

2022年度末

【N=110】

a 売上高

1億円未満 1億円以上～3億円未満 3億円以上～5億円未満

5億円以上～10億円未満 10億円以上～20億円未満 20億円以上～50億円未満

50億円以上～100億円未満 100億円以上

（11社） （22社） （12社） （17社）（15社） （9社）

15.2 

15.6 

22.0 

17.5 

7.6 

11.0 

10.5 

8.3 

7.6 

12.8 

9.5 

12.8 

10.5 

7.3 

17.1 

14.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度末

【N=105】

2022年度末

【N=109】

b 経常利益

500万円未満 500万円以上～1500万円未満

1500万円以上～2500万円未満 2500万円以上～5000万円未満

5000万円以上～1億円未満 1億円以上～2.5億円未満

2.5億円以上～5億円未満 5億円以上

（17社） （14社） （8社）（14社）（9社）（12社） （16社）（19社）

（16社） （10社） （11社）（8社）（11社）（8社） （18社）（23社）

（8社） （11社）

（10社） （22社） （16社） （14社） （14社） （17社） （9社）（8社）
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[正規従業員数]

変動率が最も大きいのは「100人以上～200人未満」の回答であった。
それ以外は大幅な変化は見られない。
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26.7 
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17.1 

15.5 

10.5 

15.5 

16.2 
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2023年度末

【N=105】

2022年度末
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c 正規従業員数

10人未満 10人以上～20人未満 20人以上～50人未満

50人以上～100人未満 100人以上～200人未満 200人以上～500人未満

500人以上～1000人未満 1000人以上

（8社）

（7社）

（9社） （28社） （18社） （11社） （17社） （6社）（8社）

（11社） （28社） （17社） （17社） （17社） （6社）（7社）
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F2-1 主要顧客の業種　（該当するものすべてに○）
(主要顧客とは直接の取引先を指します。)

[主要顧客の業種]

各業種の順位については「建築業」と「電気・ガス・熱供給・水道業」が入れ替わった程度の変化であるが、
上位の業種は割合も2023年度から増加している。
特に「情報サービス業（AiA会員企業）」の11.5%も増加しており、AiA会員企業内での取引が増加している
ことが窺える。
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25.7 
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21.1 

17.4 
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10.1 

8.3 

2.8 
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情報サービス業（AiA会員企業以外）

情報サービス業（AiA会員企業）

製造業（コンピュータメーカ関係以外）

運輸業

製造業（コンピュータメーカ関係）

その他サービス業

卸売・小売・飲食店

通信業

公務その他

建設業

電気・ガス・熱供給・水道業

金融・保険業

不動産業

農林漁業

鉱業

2024年度

2023年度

(%)
2024年度【N=105】

2023年度【N=109】
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F2-2 主要業種　（「製造業（コンピュータメーカ関係）」および「情報サービス業（AiA会員企業）」、「情報サービス
業（AiA会員企業以外）」を除く。売上高や従業員数等に関係なく平均的な顧客を想定）から委託されている
業務（該当するものすべてに○）

[主要業種から委託されている業務]

この中では「基本設計」「システム化計画」の増加率が大きく、上流工程を委託された企業が若干増えた
ことがわかる。
また、最も増加率が高かったのは「その他」であり、従来の開発フローに収まらないような業務を委託されて
いる企業が増加しつつあることが推測される。

86.8 

84.6 

81.3 

81.3 

81.3 

65.9 

46.2 

18.7 

36.3 

86.0 

81.0 

82.0 

81.0 

79.0 

66.0 

43.0 

20.0 

31.0 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

詳細設計・製作（開発）

基本設計

運用・保守

総合テスト

結合テスト

要求分析

システム化計画

システム戦略策定

その他

2024年度
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(%)
2024年度【N=91】

2023年度【N=100】
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F3 ハードウェア関係（組み込み系）のソフトウェア開発を行っていますか。行っている場合、顧客企業への
提供機会の増減（1年前との対比）

（速報版）

[ハードウェア関係のソフトウェア開発]

2023年度と比較して「大きく増加」と「行っていない」が増加している。
ハードウェア関係のソフトウェア開発を行わないようになった企業が増えた一方、行っている企業の中では
提供機会が増えてきていると言える。

F4 貴社の主要顧客の規模（該当するもの1つに○）

[主要顧客の規模]

「大企業（従業員数　1,000人以上）が多い」の割合が大きく増えており、より規模の大きい会社を顧客とする
ようになった企業が増加していることが見て取れる。なお、2023年度の調査でも同様の傾向がみられており、
AiA会員企業の業況の良さが窺える。

69.2 

62.0 

15.4 

24.1 

15.4 

13.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年度

【N=104】

2023年度

【N=108】

大企業（従業員数 1,000人以上）が多い

中堅企業（従業員数 300人以上～1,000人未満）が多い

中小企業（従業員数 300人未満）が多い

3.9 

1.8 

12.7 

15.6 

25.5 

26.6 

4.9 

4.6 

0.9 

53.0 

50.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年度

【N=102】

2023年度

【N=109】

大きく増加 やや増加 ほぼ横ばい やや減少 大きく減少 行っていない
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F5 貴社の顧客について「最も相対する頻度の高い部署」(件数ベース)を1つ選び、該当する番号に◎印を
つけて下さい。（◎は1つだけ）

[顧客の最も相対する頻度の高い部署]

「情報システム部門」が最も多くの割合を占め、増加率も最も大きい。
それ以外の部署については全て2023年度よりも割合が減少している。

それ以外に現在顧客として「相対している部署」を全て選び、該当する番号に○印をつけて下さい。
（○はいくつでも）

[顧客が相対している部署]

「情報システム部門」と回答している企業が最も多く、2023年度からも増加している。
他には「研究開発部門」「その他」が2023年度から増加しており、それ以外の部署は全て2023年度から
減少している。

72.8 

65.3 

2.9 

5.0 

14.6 

17.8 

7.8 

8.9 

1.9 

3.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年度

【N=103】

2023年度

【N=101】

情報システム部門 マーケティング・営業部門 製品企画・開発部門

研究開発部門 本社・スタッフ部門 その他

88.5 

28.8 

40.4 

21.2 

44.2 

11.5 

84.1 

30.8 

45.8 

18.7 

45.8 

10.3 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

情報システム部門

マーケティング・営業部門

製品企画・開発部門

研究開発部門

本社・スタッフ部門

その他
2024年度

2023年度

(%)
2024年度【N=104】

2023年度【N=107】
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相対する部署（◎または○をつけた部署）それぞれの、「ここ数年（2～3年）の相対する頻度の増減傾向」
について、当てはまるものを1つ選び、該当する番号に○印をつけて下さい。（○は1つずつ）

[ここ2～3年の相対する頻度の増減傾向]

「マーケティング・営業部門」は相対していると回答した企業の割合は減っている一方で、相対している
企業の中ではその頻度は増加していることがわかる。
また、「その他」の部門と相対する頻度が増加したと回答した企業が多いことから、この選択肢に分類
できない部署と相対している企業が増えていることも窺える。

38.9 

39.4 

31.0 

23.5 

39.5 

38.8 

27.3 

30.0 

20.5 

30.6 

45.5 

18.2 

59.0 

55.3 

65.6 

64.7 

55.8 

55.1 

68.2 

60.0 

79.5 

63.3 

54.5 

81.8 

2.1 

5.3 

3.4 

11.8 

4.7 

6.1 

4.5 

10.0 

6.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

情報システム部門

マーケティング・営業部門

製品企画・開発部門

研究開発部門

本社・スタッフ部門

その他

増加 変化なし 減少

2024年度【N=11】

2023年度【N=11】

2024年度【N=95】

2023年度【N=94】

2024年度【N=29】

2023年度【N=34】

2024年度【N=43】

2023年度【N=49】

2024年度【N=22】

2023年度【N=20】

2024年度【N=44】

2023年度【N=49】
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F6 主力業務　（該当するもの1つに○）

[主力業務]

2023年度と比較して「SIサービス」の割合が減り、「ソフトウェア開発」の割合が増えた。
「クラウド関連サービス」と回答した企業の割合は2024年度で0%となっており、主力業務とするには未だ
ハードルが高いことが推測される。

F7 全売上に占める派遣契約の売上比率　（該当するもの1つに○）

[派遣契約の売上比率]

「0%」が減少し「0%超～25%未満」が増加していることから、派遣契約を行うようになった企業が増えたと
いうことがわかる。一方で「25%以上～50%未満」は減少しており、全売上に占める派遣契約の売上比率は
全体的に減少傾向であるということが言える。

21.9 

23.9 

59.9 

54.9 

1.9 

1.8 

2.9 

3.7 3.7 

4.8 

3.7 

4.8 

5.5 

3.8 

2.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年度

【N=105】

2023年度

【N=109】

SIサービス ソフトウェア開発 ソフトプロダクト開発・販売

ITアウトソーシング クラウド関連サービス 情報処理サービス

その他の情報サービス ハードウェア販売 その他

22.3 

25.9 

50.5 

43.5 

15.5 

23.1 

6.8 

5.6 

4.9 

1.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年度

【N=103】

2023年度

【N=108】

0% 0%超～25%未満 25%以上～50%未満 50%以上～75%未満 75%以上
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F8　就業状況

F8-1 従業員構成（2024年4月1日現在）

[従業員構成]
①男女別比率

男性・女性共に「ITエンジニア」の比率が増加傾向にある。
女性の「ITエンジニア」の増加傾向は2023年度から継続している。

②構成比率

男女比は2023年度から大きな変動はない。
男性の「ITエンジニア」の比率が最も大きく増加した。

14.3 

20.7 

62.9 

57.2 

7.7 

8.2 

15.1 

13.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年度

【N=104】

2023年度

【N=109】

②構成比率

男性ITエンジニア以外 男性ITエンジニア 女性ITエンジニア以外 女性ITエンジニア

18.2 

26.6 

33.3 

36.0 

81.8 

73.4 

66.7 

64.0 

0 20 40 60 80 100

2024年度

2023年度

2024年度

2023年度

①男女別比率

ITエンジニア以外 ITエンジニア

2024年度【N=104】

2023年度【N=109】

女
性

男
性

(%)
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③女性管理職割合

全従業員数に対する女性従業員数の割合、全従業員数に対する女性管理職数の割合共に、2023年度
からの大幅な変化はない。

F8-2 平均年齢（2024年4月1日現在）

[平均年齢]

男女共に、2023年度からの変化はほぼ見られない。

22.8 

22.1 

0.9 

0.9 

0 5 10 15 20 25

2024年度

【N=25,901】

2023年度

【N=24,745】

③女性管理職割合

全従業員数に対する女性従業員数の割合 全従業員数に対する女性管理職数の割合

(%)

38.0 

38.8 

35.3 

38.1 

38.8 

35.2 

26 28 30 32 34 36 38 40

全従業員

男性

女性

2024年度

2023年度

(歳)

2024年度【N=103】

2023年度【N=106】

(216人)

(5,909人)

(233人)

(5,472人)

N：全従業員数
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F8-3 平均給与（該当するもの1つに○）

[平均給与]

「20万円以上～30万円未満」が大幅に減少し、その分「30万以上～40万円未満」が増加している。
2023年度の結果から引き続き、AiA会員企業の平均給与の増加傾向が継続している。

F8-4 年間平均賞与（該当するもの1つに○）

[年間平均賞与]

「50万円未満」が減少し、「50万円以上～100万円未満」「150万円以上」が増加している。
平均給与と同様、引き続き平均賞与も増加傾向となっている。

36.3 

43.9 

59.8 

51.4 

3.9 

2.8 1.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年度

【N=102】

2023年度

【N=107】

20万円未満 20万円以上～30万円未満 30万円以上～40万円未満

40万円以上～50万円未満 50万円以上

16.5 

24.3 

42.7 

37.4 

26.2 

26.2 

14.6 

12.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年度

【N=103】

2023年度

【N=107】

50万円未満 50万円以上～100万円未満 100万円以上～150万円未満 150万円以上
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F8-5 初任給（それぞれ該当するもの1つに○）

[初任給]
①高校・専門学校・短大卒

2023年度と同様に「18万円以上～20万円未満」の割合が最も大きい割合を占めているが比率としては減少
しており、対して「20万円以上～22万円未満」「22万円以上」の割合が増加している。

②大学・大学院卒

高校・専門学校・短大卒と同様に変化している。
給与関連の設問全体の結果から、給与・賞与の支給額が以前より増加していることがわかる。物価高騰等の
影響など日本全体の経済状況を考慮して支給額増加に踏み切った企業が増えているのではないかと推測
される。

1.0 

1.0 

7.8 

12.4 

44.1 

52.3 

37.3 

30.5 

9.8 

3.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年度

【N=102】

2023年度

【N=105】

①高校・専門学校・短大卒

16万円未満 16万円以上～18万円未満 18万円以上～20万円未満

20万円以上～22万円未満 22万円以上

1.0 

1.8 

2.9 

8.3 

46.1 

56.8 

43.3 

29.4 

6.7 

3.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年度

【N=104】

2023年度

【N=109】

②大学・大学院卒

18万円未満 18万円以上～20万円未満 20万円以上～22万円未満

22万円以上～24万円未満 24万円以上
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F9　働き方改革

F9-1 労働時間

[労働時間]
①年間所定労働時間　[1日の所定労働時間]×[労働日数]（休憩時間含まず）

「1800h/年 未満」が減少し「1800～1840h/年」が増加しているが、全体として2023年度から2024年度での
大幅な変化は見られない。

②年間所定内実労働時間の平均

「1841～1880h/年」の割合が大きく増えており、年間所定内実労働時間の平均は全体的に増加傾向である
ことが窺える。

4.9 

8.4 

9.8 

6.5 

9.8 

11.2 

19.6 

17.8 

44.1 

43.1 

6.9 

6.5 

4.9 

6.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年度

【N=102】

2023年度

【N=107】

1800h/年 未満 1800～1840h/年 1841～1880h/年 1881～1920h/年

1921～1960h/年 1961～2000h/年 2000h/年 超

（9社）（7社）

（10社） （45社） （7社）

（7社）（19社）

（5社）（10社）

（12社） （46社） （7社）

（5社）（20社）

4.0 

8.7 

4.0 

5.8 

10.1 

6.8 

7.1 

6.8 

12.1 

11.7 

22.2 

26.2 

22.2 

15.5 

7.1 

5.8 

5.1 

7.8 

6.1 

5.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年度

【N=99】

2023年度

【N=103】

1640h/年 未満 1640～1680h/年 1681～1720h/年 1721～1760h/年 1761～1800h/年

1801～1840h/年 1841～1880h/年 1881～1920h/年 1921～1960h/年 1960h/年 超

（9社）（6社）（7社） （7社） （12社） （26社） （16社） （6社）（8社）（6社）

（4社）（4社）（10社） （7社） （12社） （22社） （22社） （7社）（5社）（6社）
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③所定外労働時間の平均

「61～120h/年」が最も大きく変動し、8.7%増加している。
このことから、所定外労働時間の平均については減少傾向であるといえる。

F9-2 ダイバーシティ

[ダイバーシティ]
④外国人従業員数
⑤60～64歳の従業員数、65歳以上の従業員数
⑥身体障がい者の従業員数、知的・精神障がい者の従業員数

外国人従業員数が2023年度から減少した以外は、特に変化は見られない。

3.0 

4.7 

17.8 

19.6 

21.8 

13.1 

25.7 

25.3 

17.8 

21.5 

8.9 

9.3 

5.0 

6.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年度

【N=101】

2023年度

【N=107】

0h/年         1～60h/年      61～120h/年   121～180h/年  

181～240h/年  241～300h/年  300h/年 超    

（5社） （21社） （14社） （23社） （10社）（7社）（27社）

（3社） （18社） （22社） （18社） （9社）（5社）（26社）

1.0 

3.0 

0.5 

0.8 

0.6 

1.2 

3.0 

0.5 

0.8 

0.6 

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0

④外国人従業員数

⑤60～64歳の従業員数

65歳以上の従業員数

⑥身体障がい者の従業員数

知的・精神障がい者の従業員数 2024年度

2023年度

【N=24,699】

【N=23,762】

【N=24,610】

【N=24,014】

【N=24,666】

【N=23,762】

【N=24,569】

【N=23,762】

【N=24,557】

【N=23,762】

(256人)

(745人)

(118人)

(201人)

(145人)

(284人)

(722人)

(110人)

(198人)

(137人)

(%)
回答企業

従業員数計
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F9-3 年次有給休暇

[年次有給休暇]
⑦年次有給休暇の年間取得日数の平均

「6日/年以上～11日/年未満」が大幅に減少し、「11日/年以上～16日/年未満」の割合が大幅に増加した。
AiA会員企業の年次有給休暇の年間取得日数の平均は増加傾向であるといえる。

⑧年次有給休暇の年間延べ付与日数（繰越日数除く）の平均

「14日/年以上～18日/年未満」「18日/年以上～21日/年未満」が増加していることから、年次有給休暇の
年間取得日数の平均と同様に年次有給休暇の年間延べ付与日数（繰越日数除く）の平均も増加傾向である
ことがわかる。

1.0 

1.9 

21.6 

39.4 

67.6 

52.9 

8.8 

4.8 

1.0 

1.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年度【N=102】

2023年度【N=104】

6日/年未満 6日/年以上～11日/年未満 11日/年以上～16日/年未満

16日/年以上～21日/年未満 21日/年以上

（2社） （41社） （55社） （5社）

（1社） （22社） （69社） （9社）

1.0 

4.9 

5.9 

11.7 

57.4 

53.3 

32.7 

26.2 

3.0 

3.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年度【N=101】

2023年度【N=103】

10日/年未満 10日/年以上～14日/年未満 14日/年以上～18日/年未満

18日/年以上～21日/年未満 21日/年以上

（12社） （55社） （27社）（5社）

（6社） （58社） （33社）（1社）

（1社）

（3社）

（1社）

（4社）

－　16　－
 ２０２５年３月

愛知県情報サービス産業動向実態調査



⑨年5日の年次有給休暇の確実な取得への取り組み

2023年度と同様に「取得状況を確認し、未取得者へ始動する」の割合が最も大きいが、増加率が最も大きい
のは「有給奨励日を設定する」であった。
「その他」を除いては「基準日に年次有給休暇取得計画表を作成する」のみが2023年度から減少している。

11.5 

16.3 

17.3 

75.0 

45.2 

4.8 

12.3 

14.2 

17.0 

71.7 

34.9 

7.5 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

基準日に年次有給休暇

取得計画表を作成する

「使用者からの時季指定」を行う

「年次有給休暇の計画的付与

制度（計画年休）」を活用する

取得状況を確認し、

未取得者へ指導する

有給奨励日を設定する

その他
2024年度

2023年度

(%)
2024年度【N=104】

2023年度【N=106】
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その他の制度の内訳

⑩特別休暇制度の有無
「結婚・出産・育児等の休暇」が7割以上と最も多く、次いで「夏季・年末年始の休暇」「生理休暇」の割合が
多い。中でも「夏季・年末年始の休暇」「生理休暇」については増加率も大きい。
「その他の制度」の中では「ヘルスケア休暇」が大きく増加した。

4.9 

14.6 

23.3 

77.7 

62.1 

68.9 

22.3 

29.1 

2.9 

4.6 

14.8 

25.0 

74.1 

51.9 

59.3 

24.1 

24.1 

5.6 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

ボランティア休暇

リフレッシュ休暇

周年休暇（勤続ｎ年など）

結婚・出産・育児等の休暇

生理休暇

夏季・年末年始の休暇

ワクチン接種等の休暇

その他の制度

制度は無い

2024年度

2023年度

2024年度【N=103】 (%)
2023年度【N=108】

17.6

26.5

17.6

38.3

17.4

17.4

13.0

52.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80

誕生日休暇

ヘルスケア休暇

裁判員休暇

その他の休暇

2024年度

2023年度

2024年度【N=34】

2023年度【N=23】
(%)
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F9-4 テレワーク
⑪テレワーク実施の有無　（該当するもの1つに〇）
※テレワークの定義は次のとおりです。

　「ふだん収入を伴う仕事を行っている人の中で、仕事でICTを利用している人、かつ、自分の所属する企業内及び顧客常駐先

　以外で、ICTを利用できる環境において、仕事を行う時間が1週間あたり8時間以上である人。営業先や移動途中の喫茶店など

　事業所以外で社内ネットワークに接続し業務を行うモバイルワークを含む。」

　

9月の時点では約38%の企業は新型コロナウイルスが業績に悪い影響を及ぼしていないと考えて

「テレワークを実施したことが無い。」と回答した企業は減少しており、ほとんどすべての企業が一度は
テレワークを実施したことがあることが窺える。
また、「テレワークを会社の勤務制度として実施している。」と回答している企業が増加しており、制度と
してテレワークが一般的になってきていることがわかる。
一方で、「新型コロナウイルス対策として、テレワークを一時的に導入した。（新型コロナウイルス終息
後も継続するか否かは検討中）」と回答した企業もやや増加しており、今後テレワーク制度を廃止する
可能性がある企業も少なからず存在していると言える。

31.4

28.4

41.9

43.2

19.0

17.4

4.8

6.4

2.9

4.6

0 20 40 60 80 100

2024年度

【N=105】

2023年度

【N=109】

テレワークを会社の勤務制度として実施している。

新型コロナウイルスをきっかけに、新たにテレワークを勤務制度として導入した。

新型コロナウイルス対策として、テレワークを一時的に導入した。

（ 新型コロナウイルス終息後も継続するか否かは検討中 ）   

新型コロナウイルス対策として、テレワークを一時的に導入した。

（ 新型コロナウイルス終息後は廃止予定 ）

テレワークを実施したことが無い。

(%)
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⑫テレワーク活用従業員比率　（該当するもの1つに〇）

「0%超～20%未満」「60%以上～80%未満」が増加し「20%以上～40%未満」「60%以上～80%未満」が減少して
いる。
これにより、最も割合が大きいのは「0%超～20%未満」となった。

⑬テレワークによる生産性　（該当するもの1つに〇）

2023年度と同様に「変わらない」が最も大きい割合を占める一方で、「低下した」と回答した企業が大きく
増加した。
「向上した」と回答した企業も若干ではあるが増加している。

3.8

3.7

28.9

25.7

24.0

28.4

17.3

19.3

13.5

11.0

8.7

7.3

3.8

4.6

0 20 40 60 80 100

2024年度

【N=104】

2023年度

【N=109】

0% 0%超～20%未満  20%以上～40%未満 40%以上～60%未満

60%以上～80%未満 80%以上 100%

9.9

8.4

65.3

72.9

24.8

18.7

0 20 40 60 80 100

2024年度

【N=101】

2023年度

【N=107】

向上した 変わらない 低下した

(%)

(%)

－　20　－
 ２０２５年３月

愛知県情報サービス産業動向実態調査



⑭テレワークの適用分野（該当するものすべてに○）
テレワークでの対応許可した業務はどのような業務ですか？

2023年と同様、「システム開発」と回答している企業が最も多い。
「すべて」「その他」以外の項目は全て割合が増えており、中でも「営業、採用、研修等」は大きく増加して
いる。この分野でのテレワーク適用が2023年度と比較して多く許可されたことがわかる。

18.0 

75.1 

42.0 

35.0 

36.0 

36.0 

16.0 

4.0 

25.2 

67.3 

32.7 

29.0 

28.0 

20.6 

14.0 

7.5 

0 20 40 60 80 100

すべて

システム開発

会議

資料作成

総務（事務）

営業、採用、研修等

システムの監視、運用、障害対応

その他

2024年度

2023年度

2024年度【N=100】

2023年度【N=107】

(%)
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　　２　経営の現状や課題

【貴社における経営の現状や課題についてお尋ねします。】

Q1-1 貴社では一昨年度（2022年度）と比べた昨年度（2023年度）の業況をどのように判断していますか。
「A　売上高」、「B　経常利益」のそれぞれについて、あてはまるものを1つずつ選び、番号に○を
つけて下さい。
　※前回調査した2023年度の予測と今回調査した2023年度の実績を比較しています。

（速報版）

[売上高]

「ほぼ横ばい」の割合が予測よりも減少し、「大きく増加」の割合が予測よりも増加した。
この結果から、多くの企業が予測よりも売上増となっていることがわかる。

[経常利益]

A 売上高と同様に、経常利益も「大きく増加」「ほぼ横ばい」の予実が大きく変動している。
「やや増加」の実績が予測よりも減少し、対して「やや減少」が予測よりも実績より増加しているという点が
売上高との相違である。
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

実績

【N=105】

2023年度

予測

【N=107】

A 売上高

大きく増加(+10%超) やや増加(+5%超～+10%) ほぼ横ばい(±5%以内)

やや減少(-5%超～-10%) 大きく減少(-10%超)

31.3 

11.3 

22.9 

29.2 

22.9 

37.8 

10.5 

8.5 

12.4 

13.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

実績

【N=105】

2023年度

予測

【N=106】

Ｂ 経常利益

大きく増加(+10%超) やや増加(+5%超～+10%) ほぼ横ばい(±5%以内)

やや減少(-5%超～-10%) 大きく減少(-10%超)
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Q1-2 貴社では昨年度（2023年度）と比べた今年度（2024年度）の業況をどのように判断していますか。
「A　売上高」、「B　経常利益」のそれぞれについて、あてはまるもの1つずつ選び、番号に○を
つけて下さい。
　※今回調査した2023年度の実績と比較しています。

[売上高]

2023年度の実績は「大きく増加」「やや増加」と回答した企業が同じくらい多かったが、2024年度の予測に
ついては「大きく増加」と回答している企業は少ない。
一方で、「やや減少」「大きく減少」と予測している企業もほとんどない。

[経常利益]

A 売上高と同様の傾向が見られるが、経常利益については「やや増加」と予測している企業よりも「ほぼ
横ばい」と予測している企業の方が多い。
売上高はやや増加するが経常利益はほぼ横ばいと予測している企業が多いことが窺える。
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2023年度

実績

【N=105】

Ａ 売上高

大きく増加(+10%超) やや増加(+5%～+10%) ほぼ横ばい(±5%以内)

やや減少(-5%～-10%) 大きく減少(-10%超)
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29.8 
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35.6 

22.9 
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10.5 
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12.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年度

予測

【N=104】

2023年度

実績
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Ｂ 経常利益

大きく増加(+10%超) やや増加(+5%～+10%) ほぼ横ばい(±5%以内)

やや減少(-5%～-10%) 大きく減少(-10%超)
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Q1-3 貴社では今年度（2024年度）と比べた来年度（2025年度）の業況をどのように判断していますか。
「A　売上高」、「B　経常利益」のそれぞれについて、あてはまるものを１つずつ選び、番号に○を
つけて下さい。
　※今回調査した2024年度の予測と比較しています。

[売上高]

2024年度の予測よりも2025年度の予測の方が「大きく増加」が減少し「ほぼ横ばい」が増加している。
このことから、今年度は増加すると予測を立てている企業でもその次の年度では大幅には増減しないと
予測している企業が多いことがわかる。

[経常利益]

売上高では2024年度の予測で「やや増加」としている企業の割合に大して2025年度の予測で「やや増加」と
している企業の割合は大幅には増えていなかったが、経常利益では10.0%の増加が見られる。
売上高は横ばいだが経常利益はやや増加すると予測している企業が存在することが窺える。
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2025年度

予測
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2024年度
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【N=104】

A 売上高

大きく増加(+10%超) やや増加(+5%～+10%) ほぼ横ばい(±5%以内)

やや減少(-5%～-10%) 大きく減少(-10%超)
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2025年度
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【N=103】
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B 経常利益

大きく増加(+10%超) やや増加(+5%～+10%) ほぼ横ばい(±5%以内)

やや減少(-5%～-10%) 大きく減少(-10%超)
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Q1-4 以下に挙げる項目のうち、今後の貴社の業況に強い影響があると思われるものを、「A　プラス面の
影響要因」、「B　マイナス面の影響要因」のそれぞれについて、「最も強い影響要因」を1つだけ選び
◎で、「それ以外の影響要因」をいくつでも選び○でご記入下さい。

[最も強くプラス面に影響する要因]

2023年度と比較して「ユーザ企業の情報化関連投資規模の変化」が大きく増加し「ユーザ企業の投資内容の
変化」が大きく減少している。
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0 10 20 30 40 50 60

ユーザ企業の業績の変動

ユーザ企業の情報化関連投資規模の変化

IT技術者の需給状況

ユーザ企業の投資内容の変化

自社の営業方針の変更

サービスに必要なITの変化

提供する商品・サービスの価格水準の変動

他社との競合環境の変化（国内）

国の施策の変化

市場および競合環境のグローバル化

リスク管理の強化

自社の業務遂行方法の変革

企業間の合併・提携・連携の活発化

提供する商品・サービスの種類や範囲の変更

為替の変動

海外の情勢

自社内の組織改革

コンプライアンス（法令遵守）の強化

震災などの災害

消費税の上昇

海外市場規模の変動

海外の賃金上昇

購入する商品・サービスの価格水準の変動

その他

A  最も強くプラス面に影響する要因

◇各項目の上段が今年度、下段が前年度

2024年度

2023年度

(%)

2024年度【N=97】
2023年度【N=102】
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[プラス面に影響する全ての要因]

最も強い影響要因を除くと「IT技術者の需給状況」「ユーザ企業の投資内容の変化」が影響要因となると
回答している企業が約50%存在し、これは2023年度の結果と同様である。
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(4.2)

(5.0)

(2.1)

(3.0)

(1.0)

(0.0)
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ユーザ企業の業績の変動

ユーザ企業の情報化関連投資規模の変化

IT技術者の需給状況

ユーザ企業の投資内容の変化

サービスに必要なITの変化

提供する商品・サービスの種類や範囲の変更

自社の営業方針の変更

他社との競合環境の変化（国内）

自社内の組織改革

自社の業務遂行方法の変革

国の施策の変化

提供する商品・サービスの価格水準の変動

リスク管理の強化

為替の変動

コンプライアンス（法令遵守）の強化

企業間の合併・提携・連携の活発化

海外の情勢

市場および競合環境のグローバル化

震災などの災害

購入する商品・サービスの価格水準の変動

海外の賃金上昇

海外市場規模の変動

消費税の上昇

その他

A  プラス面に影響する全ての要因

◇各項目の上段が今年度、下段が前年度 (%)

最も強い影響要因（今年度） それ以外の影響要因（今年度）

最も強い影響要因（前年度） それ以外の影響要因（前年度）

2024年度【N=96】
2023年度【N=100】
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[最も強くマイナス面に影響する要因]

「ユーザ企業の業績の変動」が最も多く、プラスの影響要因と同様の結果となった。
また、「ユーザ企業の業績の変動」と回答した企業は2023年度から更に増加している。
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震災などの災害

海外の情勢

市場および競合環境のグローバル化

提供する商品・サービスの価格水準の変動

購入する商品・サービスの価格水準の変動

企業間の合併・提携・連携の活発化

消費税の上昇
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提供する商品・サービスの種類や範囲の変更

自社内の組織改革
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B  最も強くマイナス面に影響する要因

◇各項目の上段が今年度、下段が前年度

2024年度

2023年度

(%)

2024年度【N=94】
2023年度【N=102】
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[マイナス面に影響する全ての要因]

「ユーザ企業の業績の変動」の割合がプラスの影響要因と同様に多い結果となった。
最も強い影響要因を除くと「IT技術者の需給状況」と回答した企業が多く、「ユーザ企業の業績の変動」
「IT技術者の需給状況」の順に影響度合いが高いと考えている企業が多いことがわかる。
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ユーザ企業の業績の変動

IT技術者の需給状況

ユーザ企業の情報化関連投資規模の変化

ユーザ企業の投資内容の変化

他社との競合環境の変化（国内）

震災などの災害

国の施策の変化

サービスに必要なITの変化

為替の変動

提供する商品・サービスの価格水準の変動

海外の情勢

市場および競合環境のグローバル化

提供する商品・サービスの種類や範囲の変更

消費税の上昇

購入する商品・サービスの価格水準の変動

リスク管理の強化

コンプライアンス（法令遵守）の強化

自社の営業方針の変更

企業間の合併・提携・連携の活発化

自社内の組織改革

自社の業務遂行方法の変革

海外の賃金上昇

海外市場規模の変動

その他

B  マイナス面に影響する全ての要因

◇各項目の上段が今年度、下段が前年度 (%)

最も強い影響要因（今年度） それ以外の影響要因（今年度）

最も強い影響要因（前年度） それ以外の影響要因（前年度）

2024年度【N=89】

2023年度【N=99】

－　28　－
 ２０２５年３月

愛知県情報サービス産業動向実態調査



Q1-5 情報サービス業界を取り巻く環境が著しく変化する中で、貴社では、今後どのような経営の方向を目指す
必要があるとお考えですか。次の項目の中から、あてはまるものをいくつでも選び番号に○をつけて下さい。

（速報版）

[今後の経営の方向性]

2023年度と比較して「開発・生産の効率化（コストダウン）」が大きく減少し「営業力の増強」「既存事業分野に
おけるシェア拡大」が大きく増加している。この事から、コストカットによる利益向上よりも、より良いサービスを
顧客に提供することで売上を伸ばしていこうと考える企業が増えていることがわかる。
また「労働環境の改善」も大きく増加している。
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人材育成の強化

営業力の増強

既存事業分野におけるシェア拡大

（高付加価値サービスへのシフト等を含む）

品質の向上

企業規模の拡大（合併等も含む）

新規事業分野への進出

（上流工程への新規進出を含む）

対象とする業種・業界（顧客ベース）の拡大

労働環境の改善

協力会社やベンダの囲い込み

リスクマネジメントの強化

先端分野の技術者の獲得

開発・生産の効率化（コストダウン）

企業間の提携や水平連携の促進

コンプライアンス（法令遵守）の強化

研究開発費の拡大

マーケティング（市場探索）機能・

             商品企画機能の強化

設備の更新

知的財産の管理・活用

対象とする専門分野・業界の絞込み

管理費の削減

海外生産・発注の拡大

サービスに関わる

グローバルスタンダードの重視

企業規模のスリム化

その他

2024年度

2023年度

(%)
2024年度【N=104】

2023年度【N=108】
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Q1-5で○をつけた項目の中から特に重要な課題と思われるものを1つ選び番号に◎をつけて下さい。

[今後の経営の方向性]

[今後の経営の方向性について特に重要な課題]

2023年度と比較して「企業規模の拡大（合併等も含む）」が大幅に減少し、対して「既存事業分野における
シェア拡大」が大幅に増加している。
企業規模の拡大に先立ち、まずは既存事業に対する取り組みが重要であると考える企業が増えたことが
窺える。
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6.5 

3.2 

2.2 

3.2 
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0.0 
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0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

1.1 

0 5 10 15 20 25 30 35 40

人材育成の強化

企業規模の拡大（合併等も含む）

既存事業分野におけるシェア拡大

（高付加価値サービスへのシフト等を含む）

新規事業分野への進出

（上流工程への新規進出を含む）

対象とする業種・業界（顧客ベース）の拡大

営業力の増強

企業間の提携や水平連携の促進

先端分野の技術者の獲得

品質の向上

協力会社やベンダの囲い込み

開発・生産の効率化（コストダウン）

海外生産・発注の拡大

対象とする専門分野・業界の絞込み

企業規模のスリム化

労働環境の改善

研究開発費の拡大

管理費の削減

設備の更新

サービスに関わる

グローバルスタンダードの重視

マーケティング（市場探索）機能・

商品企画機能の強化

リスクマネジメントの強化

コンプライアンス（法令遵守）の強化

知的財産の管理・活用

その他

2024年度

2023年度

(%)
2024年度【N=84】

2023年度【N=93】
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◇参考　「今後の経営の方向性」について過去5年度分の推移を記載します。 

※凡例の並び順は回答順位に合わせています。

0

10
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40

50

60

70

80

90

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

「今後の経営の方向性」 回答値（%）の年度別推移

人材育成の強化 企業間の提携や水平連携の促進

営業力の増強 コンプライアンス（法令遵守）の強化

既存事業分野におけるシェア拡大

（高付加価値サービスへのシフト等を含む）

研究開発費の拡大

品質の向上 設備の更新

企業規模の拡大（合併等も含む） マーケティング（市場探索）

機能・商品企画機能の強化

新規事業分野への進出

（上流工程への新規進出を含む）

知的財産の管理・活用

対象とする業種・業界（顧客ベース）の拡大 対象とする専門分野・業界の絞込み

労働環境の改善 管理費の削減

協力会社やベンダの囲い込み 海外生産・発注の拡大

リスクマネジメントの強化 サービスに関わるグローバルスタンダードの重視

先端分野の技術者の獲得 企業規模のスリム化

開発・生産の効率化（コストダウン）
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※凡例の並び順は回答順位に合わせています。
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16

17

18

19

20

21

22

23

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

「今後の経営の方向性」 回答順位の年度別推移

人材育成の強化 企業間の提携や水平連携の促進

営業力の増強 コンプライアンス（法令遵守）の強化

既存事業分野におけるシェア拡大

（高付加価値サービスへのシフト等を含む）

研究開発費の拡大

品質の向上 設備の更新

企業規模の拡大（合併等も含む） マーケティング（市場探索）

機能・商品企画機能の強化

新規事業分野への進出

（上流工程への新規進出を含む）

知的財産の管理・活用

対象とする業種・業界（顧客ベース）の拡大 対象とする専門分野・業界の絞込み

労働環境の改善 管理費の削減

協力会社やベンダの囲い込み 海外生産・発注の拡大

リスクマネジメントの強化 サービスに関わるグローバルスタンダードの重視

先端分野の技術者の獲得 企業規模のスリム化

開発・生産の効率化（コストダウン）

(順位)
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【貴社における今後の情報サービスのニーズについてお尋ねします。】

Q1-6 情報サービスに関する今後のニーズについて、貴社ではどのようにお考えですか。全項目について、
それぞれあてはまるものを1つずつ選び、該当する番号に○をつけて下さい。

（速報版）
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

システムコンサルティング

（システム導入、戦略的ア

プリケーション提案）

経営／業務改革

コンサルティング

システム監査・

セキュリティ監査

システム

インテグレーション

パッケージソフトの

開発・販売

ハードウェア関係

（組み込み系）の

ソフトウェア開発

ソフトウェア開発委託

システム開発受託

IDCサービス（ハウジング

／ホスティングを含む）

◇各項目の上段が今年度、下段が前年度

これまで以上にニーズが高まる これまでと同程度のニーズがある

今後ニーズが減る ニーズはない

わからない

2024年度【N=102】

2024年度【N=101】

2023年度【N=106】

2024年度【N=98】

2023年度【N=102】

2024年度【N=100】

2023年度【N=105】

2024年度【N=100】

2023年度【N=106】

2024年度【N=102】

2023年度【N=104】

2024年度【N=101】

2023年度【N=108】

2024年度【N=101】

2023年度【N=105】

2024年度【N=101】

2023年度【N=104】

2023年度【N=108】
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[情報サービスに関する今後のニーズ]

「これまで以上にニーズが高まる」の割合が最も大きかった項目は2023年度から引き続き「クラウド
サービス」であり、2023年度の結果よりも更に割合を増やしている。
「システムコンサルティング」の「これまで以上にニーズが高まる」や「経営／業務改革コンサルティング」
「システムインテグレーション」の「これまでと同程度のニーズがある」の割合が2023年度と比較して増加
しており、一方で「ソフトウェア開発委託」「システム開発受託」の「今後ニーズが減る」の割合が減少して
いることから、開発するだけでなく顧客の業務改善のフェーズからの一貫した対応がより求められることに
なると予測している企業が多いことが窺える。
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13.9 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

クラウドサービス

受託計算サービス

一括アウトソーシング

（ITのみ）

ビジネスプロセス

アウトソーシング

（コールセンターを除く）

コールセンター

社内要員教育支援

技術者派遣

◇各項目の上段が今年度、下段が前年度

これまで以上にニーズが高まる これまでと同程度のニーズがある

今後ニーズが減る ニーズはない

わからない

2023年度【N=105】

2024年度【N=101】

2023年度【N=105】

2024年度【N=101】

2023年度【N=105】

2024年度【N=101】

2023年度【N=105】

2024年度【N=101】

2023年度【N=106】

2024年度【N=101】

2023年度【N=107】

2024年度【N=101】

2024年度【N=101】

2023年度【N=105】
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【エンドユーザ企業の外部委託先選定のポイント（貴社の認識）についてお尋ねします。】

Q1-7 エンドユーザ企業は、情報システムに関する外部委託先を選定する際に、どのような点を重視していると
思いますか。
「重視していると思う点」があればいくつでも、それぞれあてはまるものを選び、○印でご記入下さい。
（エンドユーザ企業とは情報サービス企業とコンピュータメーカ以外の事業会社を指します。）
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コミュニケーション能力・体制

（情報提供・状況報告）

技術力

有用性（業務に対する貢献）

システム開発の継続性

（既存システムの受注者）

機密情報の管理体制

業務知識

プロジェクト管理・運営能力

類似案件の開発実績

企画・提案力（企画・提案内容）

情報セキュリティ対策

表示価格（開発）

収益面での効果（利益に対する貢献）

仕様変更に対する柔軟な対応

プロジェクトチームの体制

個人情報の管理体制

表示価格（保守・運用）

機能（要求の反映と正しい動作）

業務分析力

保守・運用における対応

開発・保守・運用一体

としての提供体制

2024年度

2023年度

(%)
2024年度【N=104】

2023年度【N=109】
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[外部委託先を選定する際に重視していると思う点]

2023年度と比較し「有用性（業務に対する貢献）」「業務知識」などが増加し、「価格・品質に対する開発
コスト」「障害・システムの不具合の頻度」などが減少している。
Q1-6の結果も併せると、顧客の業務全体の改善やＤＸ化への対応能力が重視されるようになっていくと
予測している企業が多いように見受けられる。
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開発実績（継続性は重視しない）
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事業規模・システム内容に対する

保守・運用コスト

人材教育体制

明確な作業・責任分担

資本関係（子会社など）

ハード・ソフト一体としての提供体制

その他

2024年度

2023年度

(%)
2024年度【N=104】

2023年度【N=109】
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　　３　実施状況や課題と解決策 ※以降の設問については、2024年9月時点の状況に対する回答。

　なお、設問項目は、一般社団法人情報サービス産業協会の令和2年度「情報

　サービス産業DX推進に関する経営者意識調査」を参考に作成しております。 

【貴社の対応状況についてお尋ねします】

Q2-1 自社業務のDXへの取り組み状況についてお答え下さい。（該当するもの1つに〇）

「本格的に取り組んでいる。」と回答した企業が最も多くなり、「取り組むべきか検討している。」と回答した
企業は減少した。
このことから、各社検討フェーズを経て実際の取り組みフェーズに入ってきていることがわかる。

Q2-2 Q2-1で、「取り組むべきか検討している。」、「必要性を感じていない。」、「取り組みは不要である。」を
選択した場合にお答えください。DXに積極的に取り組んでいない理由は何ですか？
（該当するもの1つに〇）

「DXを推進する人材リソースが不足している。」の割合が最も多く、母数が減ったのに対して「DXを推進
する人材リソースが不足している。」と回答した企業は1社しか減っていない。
「DXに関する理解・知識が不足している。」と回答した企業は大幅に減少しており、DXへの取り組みを
疎外している主な要因としてはリソース不足であるということが言える。
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Q2-3 自社DX促進のために活動・実施している以下の項目について五段階で評価してください。
それぞれあてはまるものを1つずつ選び番号に〇をつけてください。
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33.6 

36.3 

34.1 

1.9 

0.9 

3.8 

4.6 

3.9 

2.8 
1.0 

2.8 

9.8 

17.1 

14.6 

15.9 

14.9 

18.7 

6.7 

11.2 

13.7 

17.9 

1.9 

1.9 

3.8 

4.6 

3.9 

3.7 

4.9 

2.8 

10.8 

7.6 

8.7 

10.3 

10.9 

10.3 

6.7 

5.6 

10.8 

11.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

セキュリティ教育

テレワーク制度

テレワーク環境の整備

個人情報保護に関する

規則運用

アジャイル開発

ノーコード、ローコード

開発ツールの習得

モバイルアプリ

ケーション開発

データを活用した経営

アジャイル開発思考の

プロジェクト推進

◇各項目の上段が今年度、下段が前年度

積極的に取り組んでいる 取り組んでいる どちらでもない

取り組みしていない 全く取り組みしていない

2024年度【N=103】

2023年度【N=109】

2024年度【N=103】

2024年度【N=104】

2024年度【N=104】

2024年度【N=103】

2024年度【N=102】

2023年度【N=105】

2024年度【N=103】

2023年度【N=107】

2023年度【N=108】

2024年度【N=101】

2023年度【N=107】

2023年度【N=107】

2024年度【N=102】

2023年度【N=106】

2023年度【N=108】

2023年度【N=107】
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「データを活用した経営」「DX社内勉強会」の「積極的に取り組んでいる」と「取り組んでいる」を合計した
割合について、2023年度からの増加が大きい。
各社がDX推進のために重要であると考えている取り組みについて、やや変化が見られると言える。

「テレワーク環境の整備」「モバイルアプリケーション開発」を除いた全ての項目で「積極的に取り組んで
いる」と「取り組んでいる」の合計が増加しており、多くの企業がDX推進のために何かしらの取り組みを
進めていることが窺える。
また、「テレワーク環境の整備」への取り組みの割合の減少は、既にテレワーク環境を整備済みである
企業が増えてきたという要因もあると推測される。

7.8 

8.4 

7.0 

7.5 

5.8 

3.7 

9.7 

4.7 

1.9 

0.9 
3.0 

3.7 

29.4 

25.2 

32.0 

18.7 

19.4 

19.6 

18.4 

18.7 

18.4 

15.9 

11.9 

5.6 

23.5 

21.5 

26.0 

30.8 

30.2 

23.4 

26.3 

19.6 

18.4 

20.6 

23.8 

22.4 

27.5 

32.8 

24.0 

34.6 

25.2 

33.7 

25.2 

35.5 

32.2 

38.3 

33.6 

43.1 

11.8 

12.1 

11.0 

8.4 

19.4 

19.6 

20.4 

21.5 

29.1 

24.3 

27.7 

25.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

DX外部研修

DX社内勉強会

DX推進に関する

経営目標策定

DX推進のための

プロジェクトチーム設置

DX推進のための

外部パートナ利用

CIO(DX推進役員の

設置)

◇各項目の上段が今年度、下段が前年度

積極的に取り組んでいる 取り組んでいる どちらでもない

取り組みしていない 全く取り組みしていない

2024年度【N=100】

2023年度【N=107】

2024年度【N=103】

2023年度【N=107】

2024年度【N=103】

2023年度【N=107】

2024年度【N=103】

2023年度【N=107】

2024年度【N=101】

2023年度【N=107】

2023年度【N=107】

2024年度【N=102】
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Q2-4 自社DX推進のために利用・推進している以下の項目の活用度についてお答え下さい。
それぞれあてはまるものを1つずつ選び番号に〇をつけてください。

73.0 

70.7 

64.1 

59.6 

29.1 

31.5 

28.4 

27.1 

19.8 

20.8 

23.5 

24.1 

21.0 

19.8 

21.4 

20.0 

40.3 

27.1 

23.3 

21.7 

24.6 

19.8 

24.0 

28.4 

26.2 

24.8 

39.8 

39.7 

37.3 

42.1 

39.6 

42.4 

28.5 

35.1 

39.0 

36.9 

31.0 

35.2 

22.5 

27.1 

31.0 

28.3 

22.5 

23.6 

1.0 

0.9 
2.9 

7.3 

17.5 

13.0 

11.8 

12.1 

17.8 

18.9 

25.5 

18.5 

14.0 

22.6 

21.4 

20.0 

5.9 

9.3 

9.7 

16.0 

11.8 

21.7 

1.0 

2.9 

3.7 

9.7 

10.2 

14.7 

10.3 

12.9 

10.4 

17.6 

16.7 

15.0 

13.2 

15.5 

16.2 

22.5 

26.2 

21.4 

17.0 

23.5 

22.6 

1.0 

3.9 

4.6 

3.9 

5.6 

7.8 

8.4 

9.9 

7.5 

4.9 

5.6 

11.0 

7.5 

10.7 

8.6 

8.8 

10.3 

14.6 

17.0 

17.6 

12.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｗｅｂ会議ツール

グループチャットツール

VPN

社内システムの

クラウドサーバ

ソフトウェア開発・テスト

でのクラウド利用

クラウドワークフロー・

電子契約・電子印鑑

クラウド情報共有活用

サービス

仮想化技術の活用

クラウド勤怠

IP電話

クラウドサービスの提供

◇各項目の上段が今年度、下段が前年度

積極的に活用している 活用している どちらでもない

活用していない 全く活用していない

2024年度【N=103】

2023年度【N=109】

2024年度【N=103】

2023年度【N=108】

2023年度【N=109】

2024年度【N=104】

2024年度【N=102】

2023年度【N=107】

2024年度【N=101】

2023年度【N=106】

2024年度【N=102】

2023年度【N=108】

2024年度【N=100】

2023年度【N=106】

2024年度【N=103】

2023年度【N=105】

2024年度【N=102】

2023年度【N=107】

2024年度【N=103】

2023年度【N=106】

2024年度【N=102】

2023年度【N=106】
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「AI」「生成AI」共に、「積極的に活用している」「活用している」の割合が2023年度から大きく増加
しており、これらの技術の活用方法を各社が確立しつつあることが窺える。
一方で「RPA」は2023年度と比較して「全く活用していない」の割合が増えており、生成AIに取って
代わられたとも言える。

11.7 

14.0 

22.3 

17.9 

20.8 

14.3 

24.5 

18.7 

10.9 

8.5 

14.9 

7.7 

9.2 

8.6 

9.2 

8.6 

10.0 

8.7 

6.0 

9.4 

32.9 

28.1 

30.1 

20.8 

23.7 

24.8 

15.7 

17.8 

30.6 

19.8 

33.6 

20.2 

21.4 

19.0 

15.3 

19.0 

21.0 

16.3 

15.0 

12.3 

22.3 

21.5 

12.6 

17.0 

13.9 

23.8 

12.7 

11.2 

22.8 

27.4 

17.8 

23.1 

26.5 

26.7 

22.4 

19.0 

32.0 

37.5 

25.0 

25.5 

21.4 

24.3 

23.3 

29.2 

22.8 

23.8 

34.4 

37.3 

22.8 

31.1 

23.8 

32.7 

28.6 

30.5 

36.8 

38.2 

27.0 

27.9 

31.0 

35.8 

11.7 

12.1 

11.7 

15.1 

18.8 

13.3 

12.7 

15.0 

12.9 

13.2 

9.9 

16.3 

14.3 

15.2 

16.3 

15.2 

10.0 

9.6 

23.0 

17.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ノーコード、

ローコード開発

クラウド会計

クラウドサービス、

クラウドサーバ監視

クラウド経費精算

AI

生成AI

IoT

VDI

ゼロトラスト対応の

セキュリティ

RPA

◇各項目の上段が今年度、下段が前年度

積極的に活用している 活用している どちらでもない

活用していない 全く活用していない

2024年度【N=103】

2023年度【N=107】

2024年度【N=103】

2023年度【N=106】

2024年度【N=101】

2023年度【N=105】

2024年度【N=102】

2023年度【N=107】

2024年度【N=101】

2023年度【N=106】

2024年度【N=101】

2024年度【N=98】

2023年度【N=105】

2024年度【N=98】

2023年度【N=105】

2024年度【N=100】

2023年度【N=104】

2024年度【N=100】

2023年度【N=106】

2023年度【N=104】
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Q2-5 ユーザ企業のDX推進案件への取り組み状況についてお答え下さい。（該当するもの1つに○）

Q2-1における自社業務のDX推進と同様、ユーザ企業に対しても「本格的に取り組んでいる。」「本格的な
取り組みを検討している。」と回答した企業が増加した。

Q2-6 Q2-5で、「取り組むべきか検討している。」、「必要性を感じていない。」、「取り組みは不要である。」 を
選択した場合にお答えください。DXに積極的に取り組んでいない理由は何ですか?
（該当するもの1つに○）

2023年度と同様、「DXを推進する人材リソースが不足している。」と回答した企業の割合が最も多かった。
また、2023年度から母数が減少している中で、「DXに取り組む必要がない。」と回答した企業数は増加
している。

39.7 

31.8 

36.6 

30.8 

17.8 

29.0 

5.9 

6.5 1.9 

0 20 40 60 80 100

2024年度

【N=101】

2023年度

【N=107】

本格的に取り組んでいる。 本格的な取り組みを検討している。

取り組むべきか検討している。 必要性を感じていない。

取り組みは不要である。

16.7 

15.4 

41.6 

48.7 

12.5 

2.6 

8.3 

15.4 

16.7 

12.8 

4.2 

5.1 

0 20 40 60 80 100

2024年度

【N=24】

2023年度

【N=39】

DXに関する理解・知識が不足している。 DXを推進する人材リソースが不足している。

DXに取り組む必要性がない。 現業が多忙でDXに取り組む余裕がない。

ユーザからDXの引き合いがない。 その他

（34社） （33社） （31社） （7社）（2社）

（4社） （10社） （3社） （2社） （4社） （1社）

（40社） （37社） （18社） （6社）

（6社） （19社） （1社） （6社） （5社） （2社）

(%)

(%)
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Q2-7 ユーザ企業からのDX案件、引き合いまたは問い合わせとして以下の項目の頻度についてお答え下さい。
それぞれあてはまるものを1つずつ選び番号に○をつけてください。

15.0 

19.0 

12.9 

17.1 

15.8 

14.4 

18.8 

20.0 

15.8 

14.3 

17.6 

18.3 

13.7 

13.5 

5.9 

10.6 

13.9 

13.5 

11.0 

9.6 

13.9 

11.5 

37.0 

34.3 

40.6 

36.2 

31.8 

33.8 

34.6 

27.6 

37.6 

29.5 

35.4 

25.0 

26.5 

28.9 

29.4 

29.8 

30.7 

26.0 

30.0 

29.9 

30.7 

27.9 

17.0 

21.0 

16.8 

21.0 

16.8 

24.0 

17.8 

24.8 

13.9 

20.0 

12.7 

20.2 

14.7 

14.4 

19.6 

15.4 

17.8 

22.1 

17.0 

17.3 

15.8 

20.2 

16.0 

9.5 

12.9 

7.6 

15.8 

11.5 

13.9 

8.6 

13.9 

11.4 

14.7 

12.5 

19.6 

19.2 

20.6 

20.2 

18.8 

16.3 

22.0 

19.2 

22.8 

20.2 

15.0 

16.2 

16.8 

18.1 

19.8 

16.3 

14.9 

19.0 

18.8 

24.8 

19.6 

24.0 

25.5 

24.0 

24.5 

24.0 

18.8 

22.1 

20.0 

24.0 

16.8 

20.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

社内システムの

クラウドサーバ

クラウド情報共有活用

サービス

仮想化技術の活用

ソフトウェア開発・テスト

でのクラウド利用

クラウドサービスの提供

ノーコード、

ローコード開発

Ｗｅｂ会議ツール

クラウドワークフロー・

電子契約・電子印鑑

IoT

クラウドサービス、

クラウドサーバ監視

AI

◇各項目の上段が今年度、下段が前年度

よくある 多少ある どちらでもない ほとんどない 全くない

2024年度【N=100】

2023年度【N=105】

2024年度【N=101】

2023年度【N=105】

2024年度【N=101】

2023年度【N=104】

2024年度【N=101】

2023年度【N=105】

2024年度【N=101】

2023年度【N=105】

2024年度【N=102】

2024年度【N=102】

2023年度【N=104】

2023年度【N=104】

2024年度【N=102】

2023年度【N=104】

2024年度【N=101】

2023年度【N=104】

2024年度【N=100】

2023年度【N=104】

2024年度【N=101】

2023年度【N=104】
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2023年度と比較して「クラウドサービスの提供」「ノーコード、ローコード開発」について「よくある」と「多少
ある」を合計した割合の増加率が大きい。
また、「AI」「生成AI」は「よくある」「多少ある」共に2023年度から割合が増えており、ユーザ企業としても
これらの技術に対する関心が高まっていることが見て取れる。

9.9 

12.6 

8.9 

7.7 

8.8 

5.7 

11.8 

12.5 

7.9 

5.8 

7.8 

6.7 

10.9 

8.7 

9.0 

3.9 

3.0 
2.9 

1.0 

3.9 

32.7 

25.3 

29.7 

29.8 

27.5 

31.4 

24.5 

22.1 

16.8 

26.9 

18.6 

25.0 

18.8 

20.4 

25.0 

21.4 

25.4 

23.3 

10.9 

18.4 

17.8 

17.5 

23.8 

22.1 

14.7 

14.3 

17.6 

18.3 

17.8 

16.3 

18.6 

20.2 

31.7 

25.2 

22.0 

25.2 

24.2 

26.2 

24.8 

19.4 

16.8 

19.4 

16.8 

15.4 

19.6 

21.0 

21.6 

20.2 

23.8 

21.2 

24.5 

18.3 

15.8 

18.4 

25.0 

23.3 

23.2 

17.5 

26.7 

25.2 

22.8 

25.2 

20.8 

25.0 

29.4 

27.6 

24.5 

26.9 

33.7 

29.8 

30.5 

29.8 

22.8 

27.3 

19.0 

26.2 

24.2 

30.1 

36.6 

33.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

RPA

VPN

クラウド勤怠

グループチャットツール

クラウド経費精算

クラウド会計

ゼロトラスト対応の

セキュリティ

生成AI

VDI

IP電話

◇各項目の上段が今年度、下段が前年度

よくある 多少ある どちらでもない ほとんどない 全くない

2024年度【N=101】

2023年度【N=103】

2024年度【N=101】

2023年度【N=104】

2024年度【N=102】

2023年度【N=105】

2024年度【N=102】

2024年度【N=101】

2023年度【N=104】

2023年度【N=104】

2024年度【N=102】

2023年度【N=104】

2024年度【N=101】

2023年度【N=103】

2024年度【N=100】

2024年度【N=99】

2023年度【N=103】

2024年度【N=101】

2023年度【N=103】

2023年度【N=103】
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Q2-8 (経営全般での課題)
経営全般の観点でDXビジネス推進上の課題や阻害要因があるとすれば何か?
(該当する最も近いもの1つに○）

2023年度と同様に「DXビジネスは個別部門での推進に止まっており、全社レベルで推進する仕組み
が整っていない。」が最も大きい割合を占めており、2023年度から若干増加している。
一方で、「経営者自身にDXビジネスの経験がないため、DXに関する具体的な指針を出せない。」の
割合は大きく減少した。

16.7 

16.8 

11.5 

15.9 

28.1 

27.1 

20.8 

20.6 

3.1 

1.9 

11.5 

8.4 

8.3 

9.3 

0 20 40 60 80 100

2024年度

【N=96】

2023年度

【N=107】

DXビジネスの推進にあたって、従来の経営方針を見直す必要はないと考えている。

経営者自身にDXビジネスの経験がないため、DXに関する具体的な指針を出せない。

DXビジネスは個別部門での推進に止まっており、全社レベルで推進する仕組みが整っていない。

従来型の経営判断プロセスからの脱却が必要で、DXビジネスに対応したアジャイル的な経営判断のしくみ

を構築出来ていない。

短期的な業種を指向してきており、長期的な事業投資に対する必要性をあまり感じない。

従来の利益確保を前提としたビジネスモデルでは、これからのDXビジネスを推進するに際し、顧客の要望

に応える限界が生じるケースが発生する。

その他

(%)
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Q2-9 DXビジネス推進上の課題や阻害要因を克服する解決策(該当する最も近いもの1つに○）

2023年度同様に「5年後・10年後の将来あるべき姿を描き、DXビジネス推進に関するビジョンを設定
する。」の割合が最も大きく、2023年度から更に増加していることから、この解決策が実際に実施されて
いない企業が多いという現状が窺える。
「DXビジネス推進責任者（担当役員）の社内から登用又は外部から採用する。」は、「その他」に続く
減少率となった。
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46.3 
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23.6 
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4.7 
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0.9 1.9 
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8.5 

0 20 40 60 80 100

2024年度

【N=100】

2023年度

【N=106】

DXビジネス推進責任者(担当役員)の社内から登用又は外部から採用する。

若手社員を経営レベルに抜擢する。

5年後・10年後の将来あるべき姿を描き、DXビジネス推進に関するビジョンを設定する。

DXビジネスを全社的に推進するための体制を構築する。

DXビジネス事業にかかる社内部門の新設、あるいは新会社への事業分離により、既存事業を管轄する役

員との意思決定に関わるコンフリクトを回避する。

顧客とリスクシェア等を織り込んだビジネスモデルの見直しを図る。

役員に対する経営指標（KPI）を設定し業績評価に反映する。

ブランド力・イノベーション力の向上を目指したデザイン経営を宣言する。

ベンチャーへの投資を通じて外部企業と協業する。

その他

(%)
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Q2-10 (DX人材とは)
DX人材とはどのような人材であると考えていますか? (該当する最も近いもの1つに○）

全体における各項目の比率は2023年度の傾向から変わらず「固定概念に囚われず、新たな価値創造に
対し、デザイン指向や最新技術を駆使してアジャイルにアプローチできる人材。」が最も多く、次いで「先端
技術を利用して新たなビジネスをデザインできる人材、システム全体を俯瞰する人材。」が多い。
また、「先端技術を利用して新たな価値を創造できる人材（プロデューサ）。」の2023年度からの増加率が
全項目の変動率の中で最も大きかった。
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27.8 

11.2 

11.1 

32.7 

31.5 
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11.2 
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0 20 40 60 80 100

2024年度

【N=98】

2023年度

【N=108】

先端技術を利用して新たな価値を創造できる人材(プロデューサ)。

先端技術を利用して新たなビジネスをデザインできる人材、システム全体を俯瞰する人材。

先端技術に関して高度な専門性を有する人材(アーキテクト、データサイエンティスト、AIエンジニア、IoT・セ

キュリティスペシャリスト、UXデザイナ等)

固定概念に囚われず、新たな価値創造に対し、デザイン指向や最新技術を駆使してアジャイルにアプロー

チできる人材。

与えられた課題に対して、優れた答えを出すよりも困難な課題に対して果敢に挑戦する人材。

顧客が進めるDXビジネスを支援するために必要なスキル(ITスキル、ビジネススキル等)を保有する人材で

編成したデジタル人材群。

その他

(%)
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Q2-11 (DX人材の評価・報酬制度)
DXビジネスを担う人材に適した「評価・報酬制度」を導入する、あるいは既存の「評価・報酬制度」の
見直しを図る際の課題(推進上の阻害要因)について(該当する最も近いもの1つに○）

どの項目も2023年度から2～3%程度の変動率となっており大幅な変化は見られないが、最も大きい割合を
占める項目が「一般的な目標管理制度と、業績連動が他の評価・報酬制度であるため、DXビジネスを担う
人材に適した評価・報酬制度となっていないこと。」から「現行の評価・報酬制度で特に問題ないと考えて
いる。」に変わった。
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28.0 
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18.7 

20.2 

18.7 

27.3 

29.9 
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0 20 40 60 80 100

2024年度

【N=99】

2023年度

【N=107】

現行の評価・報酬制度で特に問題ないと考えている。

高度技術者や優秀なデザイナを採用する評価・報酬体系となっていないこと、また、報酬原資の持続的確保

が困難であること。

現行の評価・報酬制度がマネジメント職重視であるため、専門職としてのエンジニアの業績に対するインセ

ンティブ機能が弱いこと。

一般的な目標管理制度と、業績連動型の評価・報酬制度であるため、DXビジネスを担う人材に適した評価・

報酬制度となっていないこと。

その他

(%)
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Q2-12 DXビジネスを担う人材に適した「評価・報酬制度」を導入する、あるいは既存の「評価・報酬制度」の
見直しを図る際の課題(推進上の阻害要因)を克服する解決策(該当する最も近いもの1つに○）

「現行の評価・報酬制度で特に問題ないと考えている。」と回答した企業の割合が2023年度よりも減少し、
「DX人材向けの評価制度（360度評価、OKR評価等）の導入」と回答した企業の割合は増加した。
また、「DXビジネス関連の専門職を追加するための現行の社内制度における職種体系の見直し又は、
賃金体系や賃金テーブルの設定」は以前として多くの割合を占めており、2023年度からも増加している。
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2024年度

【N=100】

2023年度

【N=106】

現行の評価・報酬制度で特に問題ないと考えている。

DX人材向けの評価制度(360度評価、OKR評価等)の導入

DXビジネス関連の専門職を追加するための現行の社内制度における職種体系の見直し又は、賃金体系や

賃金テーブルの設定

DXビジネスに即した評価・処遇(成果連動型制度)を採用したDXビジネス専門会社の設立

その他

(%)
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Q2-13 (DX人材の育成)
DXビジネスを担う人材の育成に適した制度を導入する。あるいは既存制度の見直しを図る際の課題
(推進上の阻害要因)について(該当する最も近いもの1つに○）

2023年度と比較して「これまでとは異なる人材を育成する必要があると認識しているが、その育成ノウハウ
がない」の割合が大きく減少し、その分「全般的な堅実なITエンジニア（従来型のSIへの適正人材）が多く、
多様性に欠けている。」の割合が大きく増加した。
この結果、「ITエンジニアが従来型のビジネスで忙しく、配置転換・スキル転換が進めづらい。」が全体の
中で最も多くの割合を占めることとなった。
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14.0 
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31.8 

3.0 

5.6 

0 20 40 60 80 100

2024年度

【N=100】

2023年度

【N=107】

現行の人材育成制度で特に問題ないと考えている。

これまでとは異なる人材を育成する必要があると認識しているが、その育成のノウハウがない。

全般的な堅実なITエンジニア(従来型のＳＩへの適正人材)が多く、多様性に欠けている。

ITエンジニアが従来型のビジネスで忙しく、配置転換・スキル転換が進めづらい。

その他

(%)
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Q2-14 DXビジネスを担う人材の育成に適した制度を導入する。あるいは既存制度の見直しを図る際の課題
(推進上の阻害要因)を克服する解決策(該当する最も近いもの1つに○）

「DX人材の育成に関するKPIを設定し組織の目標に落とし込む。」や「DX人材育成のメソッド（フレーム
ワーク）を開発する。」が2023年度から大きく増加した。
対して「育成よりも即戦力としてDX人材を中途採用する。」「外部パートナとの連携を図る。」が減少して
いることから、DX人材を外部から登用するのではなく自社で育成しようと考える企業が増えていることが
わかる。
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2024年度

【N=100】

2023年度

【N=108】

現行の人材育成制度で特に問題ないと考えている。

コンサルタント会社の育成方法を参考にする。

採用活動での選定基準(例.堅実性偏重ではなくポテンシャル重視)を見直すと共に、ローテーションを促進

し、スキル転換に結びつける。

DX人材の育成に関するKPIを設定し組織の目標に落とし込む。

育成よりも即戦力としてDX人材を中途採用する。

外部パートナとの連携を図る。

DX人材育成のメソッド(フレームワーク)を開発する。

その他

(%)
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Q2-15 (DXビジネス推進の組織上の課題)
DXビジネス担う組織を新たに設置する。あるいは既存の組織の見直しを図る際の課題(推進上の阻
害要因)について(該当する最も近いもの1つに○）

「従来型ビジネスとのDXビジネスの受注量の変化が予測できないため、DXビジネス部門の設置タイミング
の見極めが難しい。」が2023年度から大幅に減少し、対して「DXビジネスは早期の利益貢献は困難。この
ため、新設する部門と現在稼いでいる従来ビジネス部門との公平な評価も難しい。」が大きく増加している。
このことから、ユーザからのDXビジネスの引き合いも増えてきて受注量の予測は立ってきているものの
それを対応していくのに伴った社内体制の整備が追い付いていないと考えている企業が増えてきたと
推測される。
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2024年度

【N=100】

2023年度

【N=107】

現行の組織体制のままで対応は可能と考えている。

従来ビジネスを優先するために、DXビジネスに特化する部門が設置できない。

DXビジネスは早期の利益貢献は困難。このため、新設する部門と現在稼いでいる従来ビジネス部門との公

平な評価も難しい。

従来型ビジネスとのDXビジネスの受注量の変化が予測できないため、DXビジネス部門の設置タイミングの

見極めが難しい。

DX専門部署を作っても、従来ビジネスの部門との兼任者をおかざるを得ず、その結果として責任範囲があ

いまいになる。

事業内容が変化するDXビジネスで求められる人材は、終身雇用的な概念と相容れない。

DXビジネスの特化部門を設置しても、人材の流出に対応出来ない。

これまで突出した人材を採用してきていない。新規に採用したとしても、活かすことが出来そうにない。

その他

(%)
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Q2-16 DXビジネス担う組織を新たに設置する。あるいは既存の組織の見直しを図る際の課題(推進上の阻
害要因)を克服する解決策(該当する最も近いもの1つに○）

2023年度と比較して「従来ビジネスとDXビジネス組織を分離する。」の割合が大きく減少し、対して「DXの
推進に適した予算の確保、権限設定、人材配置を行う。」「業績目標は、営業や顧客担当部門のみに設定
し、技術者は全社の組織に所属せず、プロジェクトごとに最適な技術者配置を実現できる組織体制へ変更
する。」の割合が増加している。
Q2-15の結果と照らし合わせても、社内の体制づくりに対する課題があると考えている企業が多いことが
窺える。

26.0 

27.2 

8.0 

14.0 

3.0 

4.7 

4.0 

0.9 

31.0 

23.4 

9.0 

2.8 

9.0 

11.2 

1.0 

0.9 

6.0 

8.4 

3.0 

6.5 

0 20 40 60 80 100

2024年度

【N=100】
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【N=107】

現行の組織体制のままで対応は可能と考えている。

従来ビジネスとDXビジネス組織を分離する。

DXビジネス部門への異動機会を公平に与える。

DXビジネスのテーマは、社内公募で決定する。採択したテーマに賛同する社員を募ってチーム編成して事

業を遂行する。

DXの推進に適した予算の確保、権限設定、人員配置を行う。

業績目標は、営業や顧客担当部門のみに設定し、技術者は前者の組織に所属せず、プロジェクトごとに最

適な技術者配置を実現できる組織体制へ変更する。

自社の強みを絞り込んだ上で、補完関係にある他社との連携を強化する。

外部から人材を登用し、従来とは異なるルールや制度で組織化(子会社の設立等)する。

いろいろ課題はあるが、問題覚悟で実施するしかない。

その他

(%)
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Q2-17 (新型コロナによるDXビジネスの影響)
コロナ禍発生前と比べたDXに対するスタンスの変化(該当する最も近いもの1つに○）

「変わらない」と回答した企業が減少し、「積極的に推進する方向」と回答した企業が増加した。
DX推進への積極的な取り組みを行う企業が増えたことが見て取れる。

Q2-18 (DXビジネスとして新型コロナ対応のソリューションについて)
DXビジネスとして新型コロナ対応のソリューションの事業化の検討やサービスの提供を開始しましたか?
(どちらか1つに○)

「いいえ」と回答した企業が2023年度から増加している。
新型コロナの影響は年々落ち着いてきていることがわかる。
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Q2-19 (DX推進施策への期待)
AiAが検討･計画中の次の施策について期待する程度に○をつけてください。
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営業向けクラウド販売

児童向けプログラミング

教室

A セミナー

◇各項目の上段が今年度、下段が前年度

大きく期待 期待 どちらでもない あまり期待無し 期待無し(ニーズ無し)

6.0 

4.8 

9.0 

4.7 

4.0 

1.9 

33.1 

29.5 

26.0 

30.2 

22.0 

21.0 

38.9 

44.8 

46.0 

46.2 

53.0 

53.3 

18.0 

11.4 

16.0 

10.4 

16.0 

13.3 

4.0 

9.5 

3.0 

8.5 

5.0 

10.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

DX企画コンテスト

ローコードツールに

よるDXハッカソン

RPAアイデアコンテスト

B コンテスト

◇各項目の上段が今年度、下段が前年度

大きく期待 期待 どちらでもない あまり期待無し 期待無し(ニーズ無し)
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2024年度【N=101】

2024年度【N=99】
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2024年度【N=100】
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

AiA会員企業の得意分野

･開発実績の情報発信

案件内容による会員

企業同士のマッチング

(協業先の紹介)

ユーザニーズに応じた

会員企業の選定紹介

AIスタートアップ企業

とのマッチング

大規模DX案件(PoC､

実証実験含む)を複数

会員企業で受注する

ための調整

C マッチング

◇各項目の上段が今年度、下段が前年度

大きく期待 期待 どちらでもない あまり期待無し 期待無し(ニーズ無し)
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大学シーズとのマッチング

行政のDX関連イベントの

会員への案内

行政施策案件検討への

AiAの参加・メンバー調整

D 産学官調整

◇各項目の上段が今年度、下段が前年度

大きく期待 期待 どちらでもない あまり期待無し 期待無し(ニーズ無し)

2023年度【N=103】

2023年度【N=105】

2023年度【N=105】

2023年度【N=106】

2023年度【N=104】

2024年度【N=99】

2024年度【N=100】

2024年度【N=99】

2024年度【N=99】

2024年度【N=100】

2024年度【N=100】

2024年度【N=100】

2024年度【N=100】

2023年度【N=105】

2024年度【N=100】

2023年度【N=105】
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「A セミナー」の中では「経営者向けDX理解促進」への期待度が2023年度よりも高まっている。
「C マッチング」は「行政施策案件検討へのAiAの参加・メンバー調整」を除いた全ての項目で期待度が
高く、中でも「AiA会員企業の得意分野・開発実績の情報発信」については「大きく期待」の増加率が
大きい。
複数の企業が会員として属していることから、その利点が活かされるような施策が高く期待されていると
考えられる。

Q2-20 AiAに期待する施策あれば教えてください(自由記述)

ほとんどが無回答であったが、以下のような意見があった。

・激しく変化する経済・経営環境の中では、個別企業に囚われない経営課題の学習や議論検討の場が
　あると有難い。
　他の経営者との議論は、戦略やビジョンを立てる上で有効だと思うが、設立当初から変わっていないと
　感じる。

・デザイン思考を用いた研修や成功者の講演を多く開催して頂きたい。例）アイディア発想
　研修の場合は演習形式を希望。

・この業況調査をもっと入力しやすくしてほしい。

・名古屋商工会議所と連携して実際にDX推進を検討、実施したい企業とAiA会員企業マッチング。

・AiA加盟企業の経営層との意見交換機会が増えることを期待。

・セミナー、研修の充実を図って頂きたい。

・同じ規模レベル企業でのＤＸ化の事例紹介（現実的な取り組み方を含む）があると参考になる。

8.0 

4.8 

30.0 

30.5 

53.0 

50.4 

6.0 

8.6 

3.0 

5.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
グループチャットと共有

ファイルによる円滑･迅

速な

AiA内コミュニケーション

(e-mailは補助的手段）

E AiA運営

◇各項目の上段が今年度、下段が前年度

大きく期待 期待 どちらでもない あまり期待無し 期待無し(ニーズ無し)

2024年度【N=100】

2023年度【N=105】
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最　　後　　に

当調査にご協力を賜りました、AiA会員会社の皆様に深く御礼申し上げます。

今回の調査結果がAiA会員会社の皆様にとりまして有意義な資料として活用して

いただけましたら幸いです。

貴重なご意見をいただきまして、誠にありがとうございました。

　以　上
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